令和９(2027)年度分容量市場に関する業務に係る覚書

[bookmark: _Hlk150415623][bookmark: _Hlk148436377][bookmark: _Hlk148434969]大隅肝属広域事務組合（以下「提供者」という。）と　　　　　　　　（以下「集約者」という。）は、提供者が所有する肝属地区清掃センターの発電容量を用いて、集約者が特定卸供給事業者として令和９(2027)年度分容量市場（発動指令電源）に参加し、その収入に対する報酬を提供者に支払う業務契約に関して、電力広域的運営推進機関が公表した「容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給年度：2027年度）」に従い、以下のとおり、覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。



１　履行期間・契約日
履行期間は、令和９年４月１日から令和10年３月31日までとする。
本契約の契約日は、令和９年４月１日とする。


２　容量市場への参加の協力
[bookmark: _Hlk150337171]（1）提供者が集約者に協力して供給力を提供する場合、提供者は、集約者に対して、肝属地区清掃センターから一般送配電事業者が維持管理を行う電力系統に逆潮流する電気の容量価値の全量を提供するものとし、肝属地区清掃センターから逆潮流する電気の契約容量は、入札時想定容量の370kWを上限とし、対象実需給年度２年度前に実施する実効性テストの実績を踏まえ、協議により定める。
（2）提供者は、集約者から容量市場への参加において、必要となる情報又は書類の提供依頼があった場合はこれに協力するものとする。
（3）提供者が集約者に協力して供給力を提供する場合、提供者と集約者は、令和９(2027)年度分肝属地区清掃センターの容量市場に関する業務の契約（以下「本契約」という。）を対象実需給年度当初に締結するものとする。
（4）提供者は、集約者から容量市場への参加に伴い、肝属地区清掃センターに集約者が電力量等を計測するために計測装置等を設置することを依頼した場合は、これに協力するものとする。ただし、設置に要する費用及び維持管理に要する費用は、原則として集約者が負担するものとし、計測装置等の電気代については、原則として提供者が負担するものとする。
（5）提供者と集約者は、提供者が集約者に対し容量の提供を行うことにより提供者が電気を送配電事業者等に売電することを妨げるものではないことを確認する。ただし、対象実需給年度においては、当該年度の開始前に固定価格買取制度の対象となるバイオマス比率の上限を提供者から経済産業省等に事前申告する必要があることを確認する。
（6）提供者と集約者は、電力広域的運営推進機関が定める時点において、肝属地区清掃センターから逆潮流する電気の容量を供給計画に計上できないこと若しくは計上できる容量が1,000kW未満であることを確認し、提供者は、肝属地区清掃センターから逆潮流する電気を購入する小売電気事業者等にもその旨を通知する必要があることを確認する。


３　報酬額及び支払時期
以下の計算式よって算出された金額とする。
（1）実発動指令時の対応実績に対しての報酬とし、契約容量から、実需給未達成量を差し引いた容量に契約単価を乗じ、消費税を加算した金額を報酬額とする。
報酬の計算式については、添付資料「報酬額の算出について」に定めるものとする。
（2）集約者の報酬は、令和７(2025)年夏季（７月～９月）又は冬季（12月～翌年２月）に実施される実効性テスト時及び令和９(2027)年度の発動指令時の肝属地区清掃センターからの逆潮流の実績及び小売電気事業者の契約するその他の電源等の実績によって変動することとする。ただし、報酬が減額される場合でも０円を下回ることはなく、集約者から提供者への請求が発生することはないことを確認する。
（3）集約者は、電力広域的運営推進機関が容量確保契約金額を集約者へ交付される時期、当該年度の翌年度９月末日（当該日が金融機関休業日に該当する場合は、その前営業日）までに、前２項に基づき算出された報酬を支払うものとする。
（4）参加契約に基づく報酬は、集約者が指定する金融機関の口座に振り込む方法によるものとし、振込送金にかかる手数料は、集約者が負担するものとする。
端数処理については、添付資料「報酬額の算出について」に定める。


４　費用負担
提供者及び集約者は、本覚書の作成に関して発生する費用については、自らで負担するものとする。


５　契約条件
（1）契約単価は、　　　円/kWh(税抜)とする。
[bookmark: _Hlk149138087]（2）契約容量は、入札時想定容量の370kWを上限とし、対象実需給年度２年度前に実施する実効性テストの実績を踏まえ、協議により定める。
詳細は、添付資料「報酬額の算出について（3）報酬額の算出条件」の記載した内容とする。
（3）令和９年度予算が令和９年３月31日までに組合議会で可決されなかった場合は、今回の入札は無効となるものとする。
[bookmark: _Hlk150844242]（4）契約日は、会計年度独立の原則の観点から令和９年４月１日となる。
（5）本施設は、毎年決まった時期にボイラーを停止し、設備の点検補修を実施しており、売電がほとんど無い時期があるもの（予定定期補修時期：６月、７月、11月、２月、３月）
（6）ごみ処理を最優先とするため、発動指令に対して、送電電力増の操作を行う対応はしないものとする。
（7）その他、契約書の内容については、提供者集約者協議の上、決定する。


６　秘密保持
提供者と集約者は、本覚書の事実、内容及び本覚書に係る情報を提供した者（以下「開示者」という。）から提供を受けた情報を秘密として保持し、事前に書面による開示者の承諾を得ない限り、第三者に開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りではない。
（1）開示のときに既に公知であった情報、又は既に第三者から受領し保有していた情報
（2）開示後、受領した者の責によらず、公知となった情報
（3）正当な権限を有する第三者から適法に入手した情報
（4）秘密情報によらず、独自に開発した情報
（5）電気事業法及び関連する法令に基づく監督官庁の要請に対して当該監督官庁に提示する場合
（6）容量市場への参加のために、集約者が電力広域的運営推進機関又は一般送配電集約者に提示する場合


７　本覚書の終了
（1）本覚書は、次の各号のいずれかに該当した場合に終了する。
ア　本契約が締結された場合
イ　本契約が締結されないことが確定した場合
（2）前項に定めるほか、諸事情より本覚書による合意の取り消しを希望する場合、提供者及び集約者は事前に書面により相手にその旨の申し出を行い、相手方と誠意を持って協議した上で、本覚書を解約することができる。

８　協議事項
本覚書に定めのない事項や解釈に疑義が生じた場合、又は、本覚書の内容を変更する必要が生じた場合並びに契約書の作成の際には、提供者集約者誠意をもって協議の上、決定するものとする。


以上、本覚書締結の証として本覚書２通を作成し、提供者と集約者とが記名押印の上、各自１通を保有する。

令和６(2024)年　月　日

提供者　鹿児島県鹿屋市串良町下小原3893番地８
大隅肝属広域事務組合
代表者　管理者　中西 茂

集約者　
　　　　
　　　　




[bookmark: _Hlk150336530]報酬額の算出方法について添付資料


○報酬額の算出方法は、以下のとおりとする、
（1）実発動指令時の対応実績に対しての報酬とし、契約容量から、実需給未達成量を差し引いた容量に契約単価を乗じ、消費税を加算した金額を報酬額とする。
※契約容量は、入札時想定容量の370kWを上限とし、対象実需給年度２年度前に実施する実効性テストの結果及び調整係数を踏まえ、決定する。
※実発動指令ごとに算出し、支払いは実年度終了後、一括で支払うもの
支払いのタイミングについては、電力広域的運営推進機関が容量確保契約金額を集約者へ交付される時期（対象実需給年度の翌年度９月末日まで）に提供者へ支払うこと。
（2）実需給未達成量は、30分ごとの実需給実績値から契約容量に満たなかった容量をいう。
【実需給未達成量の積算方法】
ア　実需給実績値が30分値（契約容量の1/2）以上の場合、実需給未達成量無しとする。
イ　実需給実績値が30分値（契約容量の1/2）未満の場合、30分値（契約容量の1/2）から実需給実績値を差し引いた量を実需給未達成量とする。
ウ　実発動指令が12回を満たなかった場合、満たなかった分については、「実績なし」として全量未達成量として積算する。
（3）報酬額の算出条件は、以下のとおりとする。
ア　実発動指令の対応回数は、最大回数の12回を基本に算出する。
イ　契約単価は、入札時の落札単価をいう。
ウ　契約容量は、入札時想定容量の370kWを上限とし、実年度２年度前に実施する実効性テストの結果及び調整係数を踏まえ、決定する。
エ　ごみ処理を最優先とするため、発動指令に対して、送電電力増の操作を行う対応はしないものとする。
オ　ペナルティが発生した場合は、集約者側の負担とする。そのため、収入からペナルティ等のリスク分や収益・経費等分を減じたものを報酬額とする。（報酬額の下限は０円とする。）
カ　売電は、ＦＩＴ制度およびＦＩＰ制度の適用外電源とする。
（本施設の売電電力は、全量非バイオマス電源となる。）
キ　端数処理は、実発動指令ごとに算出し１円未満を切り捨て、税込額を算出後端数が出た場合、１円未満を切り捨てとする。
ク　通常、本施設が売電をおこなう際に必要となる計測装置以外の、容量市場の参加に必要となる計測装置、装置の設置、システムの導入、実効性テストに関する費用等、すべての費用は集約者側の負担とし、取り付けの際は、工場の運転と送電に影響のないようにすること。
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